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認知資本主義－ポスト･フォーディズムにお

ける新たな労働－
1)

内藤敦之 2)

はじめに

近年の経済体制は、安定したフォーディズムが崩壊して以降、ポスト・フォーディズム

として様々に分析が行われている。労働に注目した場合、これも様々な論点があり得るが、

一つには、認知労働、知的労働、非物質的労働と言った側面に注目する見方が存在する。

実際、経済のサービス化とともに、このような種類の労働の比率が高まっていることは確

かである。特にこの点を強調するのは、ネグリ、ハート、ヴィルノ、ラッツァラートをは

じめとするイタリアのマルチチュード論者である(Hardt and Negri, 2000, 2004, Lazzarato,
2004)。彼らは、非物質的労働に基づく新たな経済や社会のあり方、すなわち、ポスト・

フォーディズム的な体制を説明している。労働に関する政策論としては市民所得、あるい

は保証所得を主張しているが、これはいわゆるベーシック・インカム論である。このよう

な議論は、それなりの一貫性を持った議論にはなっている。すなわち、新たな労働のあり

方から、生産の方式、企業の組織などを説明し、不安定な雇用が増大し、プレカリアート

的になりつつある現状が描かれ、そこから、雇用とは直接には結び付かない所得であるベ

ーシック･インカムの必要性を導き出している。けれども、マクロ経済のシステムとして

どのようになっているかに関してはやや説明が不充分な面が存在し、マクロ経済のレジー

ム論としてもそれほど明確ではない。

他方、ネグリなどのマルチチュード論の周辺で、フランス、イタリアで展開されている

のが認知資本主義論である(Aza, et al., 2001, Vercellone, 2003, Moulier Boutang, 2008)。こ

れは非物質的労働を軸に、その背景として近年の情報通信技術の発展を取り上げ、イノヴ

ェーションと結び付けている。認知資本主義論は一種のレジーム論的構成となっているけ

れども、特にイタリアのフマガリなどは、レギュラシオン理論を導入して認知資本主義の

蓄積体制を明らかにし、さらにベーシック･インカムを導入した際の影響を検討している

(Lucarelli and Fumagalli, 2008)。
本報告では、認知資本主義とはどのようなものであるかをフマガリの議論を中心に検討

し、さらにその射程と限界をも考察する。ここでは認知資本主義論においてはどのような

理由で新たな労働のあり方からベーシック･インカムの必要性を導いているのかに注目し

たい。すなわち、マルチチュード論では必ずしも明確でない経済的な分析を明らかにする。

また、ここでは新たな労働のあり方だけではなく、その背景にある知識、IT技術の発達、

イノヴェーションにも注目する。

本報告の目的は、第一にフマガリの議論を中心に、ヤン・ムーリエ＝ブータンの議論を

参考にしつつ、ポスト･フォーディズムの経済システム論として、認知資本主義の特徴を

明らかにすることである。第二に、その射程を展望するとともに、限界及び課題を検討し、



3)実際には、厳密に分類可能でもないであろう。例えば、教育関係の職には、両方の要素が存在する。

4)介護労働は、物質的労働の側面も強いが、介護サービスを生み出す労働であるため、この典型的な例

となりうる。
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特徴を考察したい。第三に、ポスト･フォーディズム的な蓄積体制としての妥当性も検討

したい。

構成は以下の通りである。第 2 節では、マルチチュード論の枠組みを簡潔に検討する。

第 3 節では、認知資本主義論の枠組みを簡潔に検討する。第 4 節では結論を提示する。

2，マルチチュード論

この節では、認知資本主義の前提となっているマルチチュード論の枠組みとそこから導

き出されるベーシック･インカム論について検討する。最初に、マルチチュード論の中心

である新たな労働のあり方を検討し、その上でマルチチュード論の枠組みとベーシック･

インカム政策の主張を検討する。

(1)新たな労働

現在の経済システムは、ポスト･フォーディズムとしばしば総称されている。その内容

は、論者によっても異なるが、1950、60 年代を中心としたフォーディズムではもはやな

いという点では一致している。フォーディズムとポスト･フォーディズムの違いに関して

も様々な議論があるが、「工場労働者に見られるような安定した長期的雇用を特徴とする

経済から、フレキシブルで移動性が高く不安定な労働関係を特徴とする経済への移行」

(Hardt and Negri, 2004, p. 112, 訳上巻 190 頁)として捉える見方が存在する。このような見

方はそれなりに一般的であり、安定した状態から不安定あるいはフレキシブルな状態への

移行として見なされる。このような変化において最も重要な要素の一つは労働及び雇用の

形態であろう。労働の変化に関しても様々な指摘が存在するが、ここでは、「非物質的労

働」、「認知的労働」を中心に検討しているネグリなどの議論を取り上げる。

ネグリによると、20 世紀の終わりまでに工業労働ではなく、「非物質的労働」が主導権

を握るようになった。「非物質的労働とは、知識や情報、コミュニケーション、関係性、

情緒的反応といった非物質的な生産物を創り出す労働である」(ibid., p. 108, 訳上巻 184
頁)。非物質的労働の「第一の形態は、問題解決や象徴的・分析的な作業、そして言語的

表現といった、主として知的ないしは言語的な労働を示す。・・・もう一つの主要な形態

は、「情動労働」と私たちが呼ぶものである。・・・情動労働とは、安心感や幸福感、満

足、興奮、情熱といった情動を生み出したり操作したりする労働を指す」(ibid., p. 108, 訳
上巻 184,185 頁)。すなわち、認知的労働といわゆる感情労働に分けられる 3)。しかし、こ

こで注意しなければならないのは、非物質的な労働は大抵の場合は物質的な労働を伴う点

である。「非物質的なのはあくまでもその生産物なのである」(ibid., p. 109, 訳上巻 186 頁)4)。

こういった非物質的労働の特徴は、第一に、労働と余暇の区別が曖昧になっていること

である。「工業労働のパラダイムでは、労働者が生産するのはもっぱら工場での労働時間



5)裁量労働制の拡大はこの点を根拠にしている面も存在する。また、日本の場合は、フォーディズム的

なシステムの下においても、いわゆる「トヨティズム」において、工場労働者でも、QC 活動や「改

善」に動員されており、この傾向は早くから存在していた。

6)雇用の形態が多様化し、工場労働が中心でなくなっているため、ネグリなどは労働者階級概念は有効

性を失ったと考え、その代わりに多様な労働者だけでなく失業者をも含むようなマルチチュード概念を

導入している。

7)Linux などのオープンソースソフト開発の場合は、実際の労働の形態は様々であり、企業に雇用され

て開発を行う場合から、無償で自発的に何らかの雇用の傍らで行う場合、さらには学生などが就労せず

に行う場合なども存在する。また、CGM(Consumer Generated Media)は非物質的な生産物の一種として考

えられるが、これを生み出す労働はほとんどの場合は無償である。
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に限られていた。しかし生産の目的が問題の解決やアイディアまたは関係性の創出という

ことになると、労働時間は生活時間全体にまで拡大する傾向がある」(ibid., p. 111, 訳上巻

190 頁)5)。

第二に、雇用形態が変化するだけでなく、多様化し、さらには就労状態と失業状態の区

別も曖昧になる点である
6)
。例えば、「パートタイム労働、不安定で断続的な労働（一部

の期間は失業状態にある）、女性の労働、大企業で行われる多種多様な活動、従属労働や

独立労働といったものは、もはや多くの場合、明確に区別することのができないものとな

り、様々に混ざり合ったものになった」(Lazzarato, 2004, p. 235, 訳 301 頁)。また、労働

の多様性により、労働者階級という概念の妥当性は失われ、は存在せず、その結果、いわ

ゆる「産業予備軍」も存在しない。「より一般的には、就労者と失業者の社会的区分がか

つてないほど曖昧になりつつあると言ってもいい」(Hardt and Negri, 2004, p. 131, 訳上巻

220 頁)7)。

(2)市民所得論

こういった新たな労働の特徴から、社会的賃金論や市民所得論、すなわち、ベーシック

･インカム論的な議論を展開している。第一に、ネグリによれば、「＜帝国＞の生政治的

な文脈においては資本の生産は、社会的生それ自体の生産と再生産にますます収斂してい

く。それゆえ生産労働、再生産労働、不生産労働のあいだの区別を維持することはますま

す難しくなっていくのである」(Hardt and Negri, 2000, p. 402, 訳 499 頁)。すなわち、フー

コーの生政治概念を用いれば、資本主義経済においては、現在は資本によって商品を生産

するというよりは、人間の生自体が資本による生産の対象となるのであり、そこでは社会

的生の生産と再生産が問題となる。社会的な生の場合は、生産と再生産はそもそも一体で

あり、それゆえ、どのような種類の労働であれ、資本の生産に貢献することとなる。

この点は、ムーリエ･ブータンに従えば、「認知資本主義は知識によって知識を、生き

ているものによって生きているものを生産する。それは直ちに生の生産、それ故、生生産

である。新たな知識の生産は、物質的技術手段には還元されない知識の蓄積の基礎に対し

てしかなされ得ない。しかし、それは相互に接続されたデジタル･ネットワークに動員さ

れる脳の集合的活動からしか生じ得ない。・・・認知資本主義によって特に動員されてい

るのが見出されるのが労働力よりもむしろ発明－能力であることを考慮すれば、認知資本



8)認知資本主義論はイタリアとフランスにまたがって展開されている。イタリアでは本稿で検討するフ

マガリが代表的であるが、フランスでは、認知資本主義を主題とする論文集が二冊発行されており、さ

らにムーリエ＝ブータンの単著も存在する(Vercellone, 2002, Azais et al., 2001, Moulier Boutang, 2008)。

9)フマガリの議論に関しては本稿では、Lucarelli and Fumagalli(2008)を参照したが、同じテーマを扱っ

ている Fumagalli and Lucarelli(2007)は邦訳が存在する。また、Fumagalli and Lucarelli(2006)も同じテーマ

であるが、モデルを用いた分析も収められている。

- 4 -

主義は人口の生産を通じて知識と生きているものを生産するように導かれている。この生

命の生産は「生生産」と呼ばれうる。この「生生産」の制御を機能とする権力は、「生権

力」と呼ばれるであろう。生きているものの知識と生きているものの生産の手段は現代の

生産パラダイムの転換の中心である」(Moulier Boutang, 2008, p. 93)。問題は、何故、物

質的生産ではなく、生命自体が生産の対象となり、権力の対象となるのかである。これは、

結局、労働のあり方が物質的労働から認知的労働を中心とする非物質的労働へ変化してき

たことに求められている。そのため、非物質的労働の内容、あるいはその機能、作用を検

討することが必要となるが、その際、重要な役割を果たすのが知識とイノヴェーションと

なる。その意味で、単に非物質的労働を重視するだけではなく、以下で検討する知識を中

心とした認知資本主義の枠組みが必要となるのである。

非物質的労働がベーシック･インカムを必要とする理由は、以下の通りである。「労働

が工場の壁の外に溢れ出すにつれて、労働日という虚構の尺度を維持し、生産の時間を再

生産の時間から、あるいは労働時間を余暇の時間から切り離すことはますます困難になる」

(Hardt and Negri, 2000, pp. 402, 403, 訳 499 頁)。このため、生政治的な生産によって、「万

人に対する社会的賃金と保証賃金の要求が明らかになる」。というのは、「ポスト近代性

への、そして生政治的な生産への移行においては、労働力はますます集団的で社会的な性

質を帯びるようになる」からであり、「資本の生産に必要なあらゆる活動には同等の報酬

が付与されてしかるべきだという社会的賃金の要求」が登場することになる。結局、「社

会の構成員全てに当然支払われるべき報酬として、市民権収入」あるいは「保証収入」と

も呼んでいる(ibid., p. 403, 訳 500 頁)。

以上のようなベーシック･インカムの必要性に関する議論は、マルチチュード論の枠組

みを前提とする限りは、それなりに理解可能であるが、より具体的な経済システムを前提

とした場合には、ベーシック･インカム論のマクロ経済的な分析はそれほど、明確ではな

いであろう。

3、認知資本主義論

以上のような議論を踏まえつつも、一種のレジーム論として、具体的にマクロ経済にお

いて分析しているのが認知資本主義論である。認知資本主義論は、フランスとイタリアで、

ネグリなどのマルチチュード論の周辺で展開されている
8)
。様々な議論が存在するが、こ

こでは、レギュラシオン理論的なレジーム論を導入し、マクロ経済的な分析を行っている

フマガリなどの議論を中心に取りあげる 9)。
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(1)知識と動学的な規模の経済

認知資本主義は、ポスト･フォーディズムを構成すると思われる要素の中で、専ら知識

に注目している。例えば、「認知資本主義という言葉は、知識の利用と剰余の蓄積の間の

繋がりをより良く捉えている。・・・蓄積過程の中心は、物質的商品から非物質的商品へ

と移行している」(Lucarelli and Fumagalli, 2008, p. 77)。その背景にあるのは、知識が労働

のあり方に大きく影響し、すなわち、非物質的商品を生産する認知的労働が一般的になっ

ているという点である。この点で、ネグリなどと基本的には同じ発想に立っていると評価

しうる。

認知資本主義では、知識がマクロ経済において果たす役割を中心に分析が行われている。

第一に、知識に特に注目する理由は、「非物質的なものの重要性は、新情報通信技術、そ

れ故、データのデジタル化に依存している」(Moulier Boutang, 2008, p. 86)からである。

すなわち、非物質的なものの中心に知識が存在することになる。知識は、イノヴェーショ

ンとも密接な関係があり、「産業資本の価値実現において取り込まれた知識と科学は、戦

略的な場、すなわち、システムの主導的部分となる。・・・科学と知識はイノヴェーショ

ンの可能性を条件付ける」(ibid., p. 86)。イノヴェーションに関しては、「技術進歩は、・

・・新情報通信技術によって特徴付けられる社会技術的システムの形態を取る。知識の専

有（情報の獲得よりもはるかに複雑な現象）と技術の使用は技術進歩とイノヴェーション

の決定変数である」(ibid., p. 87)。このように知識がイノヴェーションに対して重要な役

割を果たしているが、特にその専有が強調されている。この点は、知的所有権の問題とも

絡み、後で述べるように単純ではない。

第二に、認知資本主義においては、二つの新たな規模の経済が存在する。「一方で、情

報通信技術の特徴に厳密に依存する動学的な学習の経済（経験による学習、利用による学

習など）が存在する。他方で、一定の領域に影響し、知識の拡散を増大させうる現存する

ネットワークと能力に関連する新たな空間の経済が存在する」(Lucarelli and Fumagalli,
2008, p. 78)。この二つの新たな規模の経済、すなわち、動学的な学習の経済とネットワ

ークと空間の経済の両方に知識は関わっている。知識が与える影響を分析するためには、

知識の普及を測定する必要が存在するが、それは困難であり、「知識の有効性（機会）、

経済システムにおける利用の広がりと増加（累積性）、知識の私的専有（専有可能性）」(ibid.,
p. 78)といった点から評価する必要がある。

第二に、学習の経済とネットワーク経済の決定要因に関しては、「認知資本主義の特徴

は、知識学習過程(λ)とネットワーク経済(k)の両方を拡大するその能力である。変数λ

は、累積性、機会、専有可能性の程度に依存する。一般に、機会は期待利潤率(Pe)として

定義される。・・・変数 k は所得水準(Y)と正の外部性(E)に依存すると仮定されている。

・・・λは知的所有権によって制約される」(ibid., p. 78)。すなわち、学習の経済は、知

識の累積性、機会（期待利潤率）、専有可能性の程度、さらに知的所有権にも依存する。

第三に、「知識の累積性とその普及の速度は、必然的に規模に関する収穫逓増を意味す

る」(ibid., p. 78)。規模に関する収穫逓増が知識の性質から導かれる認知資本主義の重要

な特徴となっている。また、学習とネットワークの経済により、生産性が上昇し、生産性

と投資の間には正の相関が存在する。その結果、「提示された枠組みは、カルドア・フェ



10)なお、Moulier Boutang(2003, 2008)においては、ウェッブウェア(webware)ではなくウェットウェア

(wetware)となっている。また、この分類は、Nelson and Romer(1998)におけるハードウェア、ソフトウ

ェア、ウェットウェアの三分類にネットウェアを付け加えたものである。そこでは、「ハードウェアは、

生産において用いられる全ての非人間的対象、すなわち、設備と建造物のような資本財と土地と原材料

のような自然資源の両方を含む。ウェットウェアは、人間の脳の「ウェット」なコンピューターに貯え

られたものであり、主流派経済学者が研究してきた人的資源と進化理論家、認知科学者、哲学者が強調

してきた暗黙知の両方を含む。対照的に、ソフトウェアは、脳の外部に存在する形態で貯えられうる知

識あるいは情報を表す」(Nelson and Romer, 1998, p. 51)と定義されている。
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ルドゥーン法則の新たな命題であり、それによると、（需要を増大しうる）本来の静学的

な規模の経済が R&D 活動と知識の普及によって遂行される動学的な規模の経済によって

置き換えられている」(ibid., pp. 86, 87)。ここでは、動学的なカルドア･フェルドゥーン法

則として、学習とネットワークの経済における収穫逓増を位置付けている。

第四にこのような学習とネットワーク経済に関してはムーリエ＝ブータンの議論を導入

して詳細な分析を行っている。「伝統的な量的方法（産出の算出に基づく）を通じての知

識の生産性の非計測可能性は、新たな理論モデルの発展を必要とする。われわれは、学習

過程が鍵となる要素を構成するような進化的動学の生物学的モデルを示唆する。第一歩は

知識の分類を提供することであろう。そこでは、認知的投入を四個の範疇に再分割する。

すなわち、ハードウェア（機械）、ソフトウェア（コンピューター過程）、ウェッブウェ

ア（注意と脳の活動）、ネットウェア（コンピューター過程と脳の活動によってシミュレ

ートされたネットワーク)である。・・・ウェッブウェアとネットウェアは、異なった程

度であるけれども、認知的労働に結び付けられ、正の外部性を通じて非物質的生産性の増

大につながるかもしれない。問題はどのようにその報酬を計測し、確立するかである」

(ibid., p. 83)10)。ウェッブウェア(webware)は注意と脳の活動であるが、それと個々の生き

た労働によって生商品(living commodity)と知識商品が生み出される。ここでは学習の外

部性が作用し、収穫は一定あるいは逓増する。他方、ネットウェア(netware)を投入とし

て認知的で協同的分業でもある集団的な生きた労働によって集団的商品と知識商品が生産

される。ここではネットワーク的な外部性が作用する結果、収穫は逓増する。

(2)ポスト・フォーディズムとしての認知資本主義

(i)フォーディズムの特徴

認知資本主義は、ポスト・フォーディズムの蓄積体制として定義されている。フォーデ

ィズムとは、どのような点が異なるのかを分析する前にフォーディズムの特徴を先に検討

する必要があろう。フォーディズムの特徴としては四点が指摘されている。「第一に、階

層的手続きによって支配される創造的労働と肉体労働の間のテーラー的分業（熟練労働と

非熟練労働）、第二に、有効需要の伸びを保証するようなパターンに従って労働者に生産

性の成果を再分配することに基づく蓄積体制、第三に標準化された耐久財の大量生産、社

会法制、集団的協定、第四に福祉国家などの調整手段によって保証された再分配」(ibid., p.
75)である。フォーディズムにおいては、テーラー主義などの導入により、生産性の上昇



11)オリジナルは、Boyer(2004, p. 62)である。
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が生じ、利潤が増大するが、増大した利潤は生産性の上昇にインデックスされる形で賃金

として労働者にも分配される。ここでは、資本と労働の間の妥協が存在している。他方、

賃金の生産性上昇に見合う形での増大は、有効需要を増大させ、大量消費をもたらし、そ

の結果、企業の利潤は増大し、投資が活発に行われ、さらなる生産性の上昇へと繋がる。

また、福祉国家による所得再分配も労働者の所得を安定化させることによって大量消費を

下支えしている。これがフォーディズム的な好循環である（図1）。フォーディズムの好

循環の条件は、「フォーディズム的な資本／労働間の妥協に固有の大量生産と消費の間の

動学的均衡は、静学的な規模の経済の搾取からもたらされる生産性の増大と実質賃金の増

大によって保証されていた。・・・最初に生産性が成長を引き起こし、その後、成長が生

産性を駆り立てる。これは爆発的な過程であるが、しかし、もし需要の動学が産出の動学

と調和しなければ、根本的に不均衡となる。」(ibid., p. 75)とあるように、需要と産出の動

学が調和する必要があるが、そのためにはいわゆる資本と労働の間のフォーディズム的妥

協が前提

となっている。

図 1 フォーディズムの蓄積体制：出所：Lucarelli and Fumagalli, 2008, p. 7611)

生産性の潜在的上昇 資本/労働の妥協の安定 弱い国際化

生産過程の近代化 労働者の受容 動学的な賃金 大量消費

強い生産性の上昇

強い蓄積

利潤の水準 物質的財の生産

このようなフォーディズム的蓄積体制は、1970 年代には崩壊し、ポスト･フォーディズ

ム的体制へと移行する。「労働組合闘争の増大、耐久消費財市場の飽和、原材料費の上昇

（1970 年代の石油危機）、貨幣的混乱、・・・変動為替相場制への移行」(ibid., p. 76)など

の要因によりフォーディズムは維持不能となり、ポスト･フォーディズムへ移行している。

(ii)ポスト・フォーディズムの特徴

ポスト･フォーディズム的体制としての認知資本主義の特徴は、フォーディズムと比較

した場合、「第一に、生産性上昇の起源は学習過程とネットワーク経済に基づく」(ibid., p.
80)点である。フォーディズムの場合は生産性上昇は、テイラー主義における「機械と設

備の集中的使用」(ibid., p. 76)によってもたらされるのに対して、認知資本主義では IT 技

術の導入による学習とネットワークの経済を原因としてもたらされる。このシステムは後

述するように不安定であるが、非物質的財の生産が行われ、利潤やレントがもたらされる。

この利潤やレントの中から投資が行われるが、それにより動学的な規模の経済が作用し、

さらに生産性が増大する。このシステムでも、このような好循環の可能性は存在する（図

2）。



12)サブプライム・ローン問題に端を発する景気の悪化に関して、日本では派遣、契約社員などの非正規

雇用の削減が問題となっているが、特にリーン生産方式を導入している自動車産業などが中心であるの

は、この点と密接に関わっている。
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「第二に、認知資本主義の下では、物質的財を生産するのに必要な投資が減少傾向であ

るのに対して、金融的投資は増大傾向である」(ibid., p. 80)。すなわち、金融市場の役割

が増大している点である。というのは、学習とネットワークの経済に対応する労働は認知

労働であるが、雇用は不安定化し、フォーディズム的な団体交渉は廃れているため、生産

性と賃金の関係は弱まっている。他方で、生産性は学習とネットワークの経済や外部性に

より大きく増大しているが、労働者にはその成果はあまり分配されず、所得格差が増大傾

向にある。そのため、消費水準は不安定で伸び悩みかねないが、それを補うのが金融市場

からの所得である。「金融市場が総需要に対する乗数としての役割を果たし」(ibid., p. 82)
ている。

第三に労働の変化と生産、特に企業と企業間の組織の変化は密接な関係が存在する。ポ

スト・フォーディズムにおいてはフォーディズム的な労働のあり方は変容せざるを得な

い。例えば、アダム･スミス的な分業もその一つである。「a)複雑労働の単純労働への還元、b)
見習い期間を減らすために考えられた肉体による実行と知的構想の分離、c)市場の規模と

の関連での専門化が、小ロット生産の世界においてその妥当性を失っている。すなわち、

「バラエティーの経済」である。需要の強い不確実性の文脈で、差別化は質とイノヴェー

ションによって行われる。ところで、これらは労働の過度の分業によって抑制される。・

・・単に複雑な過程の調整だけでなく、主体の活発な協働を必要とするイノヴェーション

に関しては、分業によって抑制され、さらに妨げられる。生産性の利益は限界生産性逓減

法則を取り繕うために規模の経済から生じるのではなく、短期間での小ロット生産を増大

させる「バラエティーの経済」における学習の経済から生じる」(Moulier Boutang, 2008, pp.
87,88)。このような小ロット生産により、「生産の系列の大変動、それ故、分業とその構

成要素の大変動が見られる。構想／生産／商品化の古典的な系列は逆転する。「フレキシ

ブルな生産」と「ジャスト・イン・タイム」を含むのは激しいイノヴェーションである」

(ibid., pp. 88,89)。このように、小ロット生産は、需要の不確実性に対応する方法である

が、他方で従来の分業は揺らぐことになる。イノヴェーションに対しても従来の分業は負

の影響を与えることになる。生産システム全体としてはフレキシブルなリーン生産方式が

指向されている。このような生産システムが可能になったのは、労働のあり方が変化し、IT
技術の発達に伴って、知識が重要な役割を果たすようになったからである。ただし、この

生産方式自体が不確実性に対応するために発展してきている面が存在するが、他方で、フ

レキシブルな生産は雇用の柔軟性を必要とする面が存在し、それ自体不安定性の要因の一

つとなっている 12)。

第四に、グローバリゼーションとの関連では、「システムの均衡は、金融市場の成長と

生み出された剰余の分配にのみ依存するのではなく、また、アウトソーシングと脱局地化

の過程の中心にある新興工業国における高成長にも依存している」(Lucarelli and
Fumagalli, 2008, p. 80)。また、「生産の国際化が投資活動に正の影響を与える」(ibid., p.
82)。さらに、「物質的労働は消失していないが、戦略的資産における中心的な役割を失っ
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ている。この証拠は世界規模で一般化する生産物あるいは方法の実現の局地化への「うつ

ろあるいは空の」企業の無関心として現れている」(Moulier Boutang, 2008, pp. 86,87)。す

なわち、グローバリゼーションが前提となっており、先進国の認知資本主義の蓄積体制も

その一環を成していることになる。

第五に、フォーディズムとは異なり、短期的にも不安定なシステムとなっている。その

理由は、「認知資本主義においては、賃金－生産性・ネクサスの欠如は生産性、金融市場、

所得の分極化の間の間接的な関係として処理されている。これらの要素の間の関係は安定

的とは見なされ得ないので、システムの均衡は保証されない。・・・フォーディズム的な

パラダイムとは逆に、実質賃金が生産性の増大に対してインデックスされていないので、

雇用の不安定さへの公正な補償はない。成長率は、高い公共投資の存在の下でのみ正であ

り得ることは記すに値する」(Lucarelli and Fumagalli, 2008, p. 82)となっている。このため、

全体としては不安定である。まず、雇用が不安定なため、所得格差も増大し、消費水準も

不安定となる。金融市場からの所得がそれを補うが、金融市場自体の不安定性により、持

続可能性は小さくなってしまっている。また、グローバリゼーションの影響もフォーディ

ズムに比べて増大している。特に、認知資本主義においては、新興工業国の成長に依存し

ている点も、不安定性をもたらす要因の一つである。

第六に、「認知資本主義の新しさは、不公平な所得分配、あるいはより低い所得水準が、

知識を生み出す能力を低下させる恐れがある一方で、技術の過剰な専有可能性が知識と学

習の普及の低下に繋がりうると言うことである」(ibid., p. 86)。これは、低い所得水準に

より認知的労働の質に影響を与える可能性を指摘する一方で、過剰な知的所有権の主張が

かえって生産性の上昇に悪影響を与える可能性をも指摘している点である。すなわち、一

種のトレードオフであり、「投資は正の外部性と、総所得と公平な所得分配の水準の両方

に依存している。・・・反対側から見れば、企業者の投資性向は高い利潤期待と知的所有

権あるいは高い蓄積性に基づく。これらは超過利潤を可能にしている」(ibid., pp. 85, 86)。
これは不公平な、あるいは低い所得水準と技術の過剰な専有の間のトレードオフであり、

フォーディズムにおける単純な生産性上昇の分配の問題とは異なっている。

図 2 認知資本主義の不安定な蓄積体制：出所：Lucarelli and Fumagalli, 2008, p. 81
生産性の潜在的上昇 資本/労働の妥協の不在 グローバリゼーション

生産過程の IT 化 不安定な労働者 学習の追求と 金融所得と

(個人的な交渉) 所得の分極化 キャピタルゲイン

フレキシブルな蓄積 強い生産性の上昇 構造的不安定性

(動学的な規模の経済)

レント/利潤水準 非物質的財の生産

(3)ベーシック･インカム導入の必要性

以上のように認知資本主義は不安定であるため、政策論としてはベーシック･インカム

の必要が検討されている。ベーシック･インカムの具体的な内容に関しては、ここでは扱



13)ベーシック・インカム論に関しては、 Fitzpatr ick(1999)、 Van Parijs(1995)、小沢 (2002)

を参照せよ。
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わないが、認知資本主義では「「ベーシック･インカム」を普遍的で無条件の経済的介入

の提案として定義」(ibid., p. 73)している
13)
。ベーシック･インカム導入の必要性に関して

は、「非物質的労働に基づく経済システムでは、生産性上昇はもはや分配されず、国内需

要への福祉国家の支えは減少し、賃金はもはや雇用には結び付いていない。この枠組みの

下では、ベーシック･インカムは四種類の既に述べた投入の組み合わせが生み出す社会的

生産性に対する補償を表す。・・・ベーシック･インカムの実施は認知資本主義に内在す

る不安定性を減少させるであろう」(ibid., pp. 83-85)と述べているように、第一に不安定

性を解消するためである。

第二に、四種類の認知的投入と密接に関係している。というのは、フォーディズムにお

いては、投入に対する所得分配のルールは、ハードウェアの場合は「限界生産力としての

個人賃金」であり、ソフトウェアの場合は「労働力再生産としての賃金」であり、ウェッ

ブウェアの場合は「技術進歩所得、特許、著作権」であり、ネットウェアの場合は「補助

金の手段によってファイナンスされる組織と取引の費用」である。これらは認知資本主義

においては、ウェッブウェアに関しては「生きたイノヴェーションと学習のイノヴェーシ

ョンに対する報酬あるいはファイナンス」であり、ネットウェアに関しては「相互作用と

グローバルな協調に対する報酬とファイナンス」となっている(ibid., p. 85)。すなわち、

ウェッブウェアとネットウェアに対しては報酬が必要となる。しかし、ネグリなどの議論

に関して既に分析したように、認知的労働においては労働と余暇の区別は曖昧となり、こ

のような投入に対する報酬が支払われるかどうかは必ずしも保証されていない。また、ウ

ェッブウェアとネットウェアに対する報酬が不充分であれば、動学的な規模の経済が上手

く機能しない可能性も生じる。このため、ベーシック･インカムが必要とされるのであり、

「基本的－生存可能所得保障は社会的賃金として見なされるべきである」(ibid., p. 83)。
第三にイノヴェーションとの関連では、「クラスターあるいは地域的生産システムにつ

いての文献全体は、生産的イノヴェーションをもたらす企業の外部を巡っている。イノヴ

ェーションはもはや企業におけるものではなく、領域が生産的領域あるいは生産的ネット

ワークにするところではどこでも生じる」(Moulier Boutang, 2008, p. 92)とあるように、

イノヴェーション自体が地域と結びついているため、それを促進する観点からは、イノヴ

ェーションを促進するような投入に対して正当な報酬が支払われるべきである。その一つ

の手段として、ベーシック・インカムが考えられている。

ベーシック・インカムを導入する際の問題の一つはどのようにファイナンスするかであ

る。これに関しては、「一国の水準では、われわれは認知的経済を特徴付けるレントへの

租税を想像しうる。・・・国際的な水準では、われわれは以下の二つの提案を想起しうる。

(i)投機的な金融取引に対するトービン税、(ii)知的所有権からのレント、正の領域的外部

性の搾取からのレントに対する租税・・・この場合、利用の種類に従う事業用居住への急

な累進課税あるいはアウトソーシングを減少させ、社会的ダンピング戦略を制限するため

の海外直接投資への租税を想像することも可能である。」(Lucarelli and Fumagalli, 2008, pp.
87, 88)。ここで、認知資本主義に特徴的なレントは非物質的レントであり、「生産物ある
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いはソフトウェアに結晶化された人的資本は、生産から利潤の起源を得ることなしに収入

の源泉であり得るという意味で、レントに分類される」 (Moulier Boutang, 2003, p. 314)。
このように、基本的には非物質的レントへの課税を主張しており、さらに認知資本主義体

制に対して不安定性の要因の一つでもあるグローバリゼーションの負の影響を緩和させる

租税政策を考えている。

ベーシック･インカムの導入とそれをファイナンスするためのレント課税を考慮した場

合の効果に関しては、第一に、「金融と経済の増大する不確実性の観点からは、ベーシッ

ク･インカムは需要側でのより高い安定性を保証するであろう」(Lucarelli and Fumagalli,
2008, p. 88)。第二に、「レントに対する税の増大により、ベーシック・インカムは企業者

にとって期待利潤を減少させるであろう。この場合、投資性向（σ）は低下しうるであろ

う。そのような租税の増大は、生産への負の効果とともに、消費水準と総需要を不利にす

るかもしれない。しかしながら、ベーシック・インカムの導入は知識のより良い創造と普

及（k とλ）を通じて生産性を増大させるであろう」(ibid., p. 88)。問題は、どちらの効

果が優勢であるかである。第一に、レントへの課税によって投資が減少し、その結果、所

得の減少をもたらし、かえって租税を減少させ、ベーシック･インカムのファイナンスを

減少させる場合である。第二に、ベーシック･インカムへの導入により、ネットワーク経

済と学習の効果が増大し、企業の利潤を増大させ、その結果、投資を刺激し、所得を増大

させる。所得の増大により、租税も増大し、ベーシック･インカムのファイナンスは容易

になる。結論としては、ベーシック･インカムの導入により、生産性は増大するとしてい

る。

4, 結論

以上のように、認知資本主義について検討してきた。結論は以下の三点である。第一に、

認知資本主義論は、労働のあり方の変容から新たなマクロ経済システムをレギュラシオン

・アプローチを導入してレジーム論として描いている。マルチチュード論では、やや不明

確であったマクロ経済的な枠組みを明らかにしている点は評価すべきであろう。さらに、

マルチチュード論では、労働のあり方の変容を中心に論じていたが、認知資本主義論では

その背景となる IT 技術の発展とそれによる知識の重要性が増大した点を詳細に検討して

いる点が特徴である。知識は、労働だけでなく社会のあり方を変化させているが、特にイ

ノヴェーションに与える影響は大きい。このように、イノヴェーションを軸にマクロ経済

を描き、その特徴を明らかにしている。

第二に、認知資本主義的な枠組みの特徴としては、不安定性が重要である。この不安定

性は、フォーディズム的な資本と労働の間の妥協が失われたことが大きな要因ではあるが、

労働のあり方自体が変容してしまったため、単純にフォーディズム的妥協を復活させれば

よいという結論にはなり得ない。そのため、ここでは政策論としてはベーシック・インカ

ム論を主張している。また、不安定性のもう一つの要因は金融市場の役割の増大である。

金融市場の役割は、一方で不安定な賃金や所得を支える点にあるが、他方で金融市場自体

の不安定性が現在のサブプライム・ローン問題に端を発する金融危機に見られるように経

済全体に大きな影響を与えている点にもある。さらにグローバリゼーションとの関連で、



14)ベーシック･インカムの実行可能性に関しては、一般的には困難であるとされているが、2009 年 1 月

現在、議論されている定額給付金は興味深い。というのは、景気対策としての有効性に関しては様々な

議論があり得るが、他方で、事務手続き上の理由からとはいえ、無条件の給付となっている点に注目す

べきであろう。こういった政策が恒常化すれば、実質的にベーシック･インカムが導入される可能性も存

在すると思われるからである。
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新興国の高成長に依存している面も指摘されている。この点も、不安定性の要因となって

いる。

第三に、認知資本主義論において、ベーシック･インカムは認知的労働への報酬として

マクロ経済的に必要とされている。ベーシック･インカム論においては、人権や市民権と

いった論点から、ベーシック･インカムを正当化する主張が多くなされているが、認知資

本主義論においては、その枠組みにおいて、経済的な論理によって説明が行われている点

に注目すべきであろう。すなわち、認知資本主義的なシステムの不安定性を解消するため

にベーシック・インカムが必要とされている。というのは、所得分配が不安定な場合、認

知的投入を生み出すのに必要な報酬が確保されなければ、充分な生産性の上昇が得られな

いからである。この点は、別な言い方をすれば、フォーディズムからポスト・フォーディ

ズムへの変化をケインズ・ベヴァリッジ的福祉国家からシュンペーター的ワークフェア国

家への再編と捉える見方が存在するが、それに対しては、シュンペーター的にイノヴェー

ションを強調する点は類似している。けれども、ベーシック・インカムを主張しているた

め、むしろ、シュンペーター的ベーシック・インカム国家論とも言うべき主張となってい

る点が特徴である。

残された課題は、多々あると思われるが、ここでは、三点指摘しておく。第一に、認知

資本主義論においては、レジーム論としては一般的な説明に留まっており、各国毎の経済

状況、制度などの違いを踏まえた議論も必要である点である。例えば、実際、金融市場の

役割に関してはかなり強調されているが、これはアメリカには当てはまるが、日本に関し

ては相対的に役割は小さい。他にも、認知的労働のあり方自体は国、地域による差は存在

するであろうし、さらに雇用の形態、労働市場のあり方などもかなりの違いが存在する。

フォーディズムにおいても、既に国、地域による差は存在しており、認知資本主義に関し

ても個別の議論は必要である。また、実証分析も必要である。この枠組みはかなり抽象的

な議論に留まっており、枠組み自体の妥当性を検証するためにも、何らかの意味で実証的

な研究は必要となる。

第二に、政策論としてはベーシック・インカム論が主張されているが、その実行可能性

は政治的にもそれほど高くはないであろう
14)
。そこで、認知資本主義特有の不安定性を解



15)現在進行中のサブプライムローン問題に端を発する世界的な金融システムの動揺によって引き起こさ

れつつある景気後退に関しては、今後の見通しとしては、世界各国は金融市場の規制を強化する方向で

一致すると思われる。その結果、金融市場の役割は相対的に小さくなる可能性が存在するが、この場合、

認知資本主義の枠組みにおいては金融所得が減少し、安定性は増大するかもしれないが、消費が減少し、

有効需要も低迷し、経済成長率も低下するであろう。この場合、安定性が増大した結果、ベーシック・

インカムの導入の必要性が薄れるという可能性も存在する。ただし、経済成長率を高めるためには、や

はりベーシック･インカムの導入が必要である。また、金融市場の役割が相対的に小さくなったとしても、

そういったシステムの安定性や維持可能性については検討が必要である。

16)表券主義及び、それに基づく最後の雇用者政策に関しては、Wray(1998)、内藤(2007, 2009)、Mitchell

and Muysken(2008)を参照せよ。

17)このテーマに関しては、マルチチュード論の周辺では、マラッツィの議論は検討に値するであろう

(Marazzi, 2008)。

18)これらの点に関してはポスト･ケインジアンによる分析が参考になるであろう(Arestis et al., 2005)。
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消する別の政策についても検討する必要があると思われる
15)
。また、ベーシック・インカ

ム論を主張する際にも、そのファイナンスに関しては、検討の余地は残されていると思わ

れる。たとえば、ポスト・ケインジアンの表券主義的議論を採用するといった可能性も存

在する 16)。

第三に、貨幣及び金融市場自体についても検討が必要である。これに関しては、たとえ

ば、ミンスキー的な議論を導入することが考えられる。けれども、認知的労働が金融市場

においてどのような役割を果たしているのか、また、企業の評価、すなわち、証券市場に

おける価格とそれが経済に与える影響といった点も詳細に検討する必要がある
17)
。他方、

この枠組みにおいて、金融政策が果たしうる役割については、議論の余地が残されている。

ベーシック・インカム論は政策としてみれば、所得を増やすことにより有効需要を刺激す

るという点では財政政策的な面が存在する。その意味で、どのような金融政策が望ましい

のかについても検討すべきである。例えば、フォーディズム以降は、インフレーション抑

制政策が協調されてきたが、これは金融市場の役割が増大したからでもあり、「金融的利

害」が優先されているとも評価しうる。このため、金融市場の位置付けをどう評価するか

という点と望ましい金融政策も関連していることになる 18)。
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